
３ ． 介護保険制度におけるリ ハビリ テーショ ン提供体制について

【 介護保険事業（ 支援） 計画におけるリ ハビリ テーショ ンサービスについて】

○ 「 介護保険制度の見直しに関する意見（ 令和元年度 12 月 27 日）」 における記載

・ リ ハビリ テーショ ンについて、 どの地域でも適時適切に提供されるよう 、 介護保険

事業（ 支援） 計画での対応を含め更なる取組の充実が必要である。

○ 当該意見を踏まえ、 本年度中に要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ン提供体制に

係る検討を進め、令和２ 年４ 月を目途に、「 要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ンサ

ービス提供体制に関する検討会(仮称) 」 を設置し 、 第８ 期介護保険事業（ 支援） 計画

における要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ンサービスに関する役割や整備目標等

の検討を実施する予定。

【 介護予防分野における地域リ ハビリ テーショ ン体制について】

○ 「 一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会の取り まとめ（ 令和元年度 12 月 13

日）」において地域リ ハビリ テーショ ン活動支援事業の在り 方として以下のよう に取り

まとめられた。

・ 都道府県は、 都道府県医師会等と連携し 、 現行の仕組みであるリ ハビリ テーショ ン

協議会や支援センタ ー等の設置や充実を図ること により 、 地域の実情に応じ た地域

リ ハビリ テーショ ン支援体制を体系的に構築すること 。

・ 市町村は、 こう した支援体制を踏まえ、 郡市区等医師会や必要に応じ て都道府県医

師会と連携の上、 医療機関や介護事業所等の協力を得て、 医療専門職を安定的に派

遣できる体制を構築すると と もに、 関係機関の理解促進を図ることが必要である。

○ これらを踏まえて「 地域リ ハビリ テーショ ン推進のための指針」（ 平成 18 年 3 月 31

日老老発第 0331006 号厚生労働省老健局老人保健課長通知） を次のよう に令和３ 年４

月に施行予定。

・ 地域リ ハビリ テーショ ンが、 地域包括ケアシステムの構築かつ市町村の一般介護予

防事業の充実・ 強化のための取組であることを明記

・ 都道府県リ ハビリ テーショ ン支援センター及び地域リ ハビリ テーショ ン広域支援セ

ンターの業務を改めて整理

・ 研修実施内容を近年の動向を踏まえた形に修正
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要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ン提供体制の
指標開発に関する調査研究事業

令和２ 年度予算案 ３ ６ , ３ ８ ６ 千円

要介護者と 要支援者におけるリ ハビリ テーショ ンサービス

提供体制の均霑化を目指し 、 介護保険事業（ 支援） 計画にお

ける地域のリ ハビリ テーショ ンの提供体制の指標の検討・ 提

案を行う ための検討会を開催。

介護保険事業（ 支援） 計画リ ハビリ テーショ ンサービス提

供体制の指標に関する手引きを作成。

成果目標

介護保険事業（ 支援） 計画における要介護者等のリ ハビリ

テーショ ンの提供体制の指標の分析・ 検討・ 提案。

令和３ 年度介護報酬改定の議論するにあたり 、 直近におけ

るリ ハビリ テーショ ンの実態を把握するための実態調査を実

施する。

都道府県及び市町村の介護保険事業（ 支援） 計画担当者に

対し 、 リ ハビリ テーショ ンサービス提供体制の指標に関する

手引きを作成して普及・ 啓発を実施。

事業イメ ージ

成果目標・ 事業スキーム

令和２ 年度要求内容

② 要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ン提供体制指標案(例)

① 開催の目的・ 主な検討事項

（ １ ） 介護保険事業計画における要介護者等に対するリ ハビリ
テーショ ン提供体制

（ ２ ） PDCAサイクルに沿った指標
（ ３ ） その他

要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ンサービス提供体制に関

する検討会（ 仮称）
適切なリ ハビリ テーショ ンの提供は、 利用者がその能力に

応じ 自立し た日常生活を営むために欠かせないものである。

一方で、 地域における通所リ ハビリ テーショ ン事業所数やリ

ハビリ 職員数には地域差が存在する。

スト ラクチャー プロセス アウト カム

訪問リ ハビリ テーショ ン
事業所数

訪問リ ハビリ テーショ ン受
給者数

要介護度の改善度

訪問リ ハビリ テーショ ン
従事者数

通所リ ハビリ テーショ ン受
給者数

リ ハビリ テーショ ン
の終了人数

通所リ ハビリ テーショ ン
事業所数

訪問看護受給者数

通所リ ハビリ テーショ ン
従事者数

介護老人保健施設受給者数

過去のリ ハビリ テーショ ンに関する調査事業や介護保険総合

データ ベース等を基に要介護者等に対するリ ハビリ テーショ ン

に関する分析を行い、 指標作成のためのデータを作成・ 提案。

都道府県及び市町村が介護保険事業( 支援) 計画のリ ハビリ

テーショ ン提供体制指標の策定にあたり 参考と なる手引きを作

成。

地域リ ハビリ テーショ ン体制（ イメ ージ） について
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参加団体例（ 都道府県医師会等の関係団体）
病院協会、 病院協会、 老人保健施設協会、 歯科医師会、 薬剤師会、 看護協会、 理学療法士会、 作業療法士会、 言語聴覚士会、 栄養士会、 歯科衛生

士会、 等関係団体、 介護支援専門員協会、 保健所、 市町村、 郡市区等医師会、 患者・ 家族の会代表やその他事業の推進に必要な者

都道府県リハビリテーショ ン協議会（ 企画体制）

都道府県リ ハビリテーショ ン支援センター(推進体制)

地域リハビリテーショ ン支援センター（ 市町村、 二次医療圏等地域の実情に応じ設定）

・ リハビリテーショ ン連携指針の作成

・ リハビリテーショ ン支援センターの指定に係る調整・ 協議

○ 地域リハビリテーショ ン推進のための指針における、 都道府県における望ましい地域リハビリテーショ ンのイメ ージは
以下のとおり

○ 都道府県は、 協会の設置や支援センターの指定を行い、 事業実施を推進することで、 市町村の一般介護予防を中心とし
た地域支援事業の充実・ 強化を支援

・ 地域での相談支援（ 住民からの福祉用具や住宅改修等に関する専門的相談）

・ 研修の実施（ リハビリテーショ ン従事者、 介護サービス事業所の職員、 市町村職員向け等）

・ 通いの場や地域ケア会議等への派遣の調整

支援
・ 地域リハビリテーショ ンセンターにおける研修の企画

・ リハビリテーショ ン資源の把握

・ 行政や関係団体との連絡・ 調整

都道府県 協議

指定
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介護職員等への助言などを
実施することで、通所や訪問介護にお
ける自立支援に資する取組を促進

自立支援のプロセスを参加者全員で
共有し、個々人の介護予防ケアマネ
ジメント力の向上を目指す

介護予防に資するような通いの
場の地域展開を、専門的な観点
から支援

リハビリテーションに関連する専門職等

地域リハビリテーション活動支援事業の概要

○ 地域における介護予防の取組を機能強化するため、 地域ケア会議、 通所・ 訪問介護事業所、 住民運営の通いの場等への
リハビリテーショ ン専門職等の関与を促進

○ 市町村は、 郡市区等医師会等の関係団体と連携の上、 医療機関や介護事業所等の協力を得て、 リハビリテーショ ン専門職を
安定的に派遣できる体制を構築するとともに、 関係機関の理解を促進

住民運営の
通いの場への支援

地域ケア会議への
参画等

訪問・ 通所介護
職員等への助言

連携

派遣

医療機関・
介護サービス事業所等

地域包括支援センター

市町村
郡市区等医師会等

関係団体

企画調整を
連携し実施
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